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概要 筆者は創造都市研究科都市情報学情報基盤分野在学中、国際協力機構(JICA)から IT
分野の技術協力専門家としてモンゴル日本人材開発センタープロジェクトに派遣された。同プロ
ジェクトに参加することにより、モンゴル国内の IT 分野の現状を知ることができた。モンゴル人の
IT 技術者育成に関るとともに IT 政策の助言を求められ、協力活動に携わることになった。その活
動の経験を基にリサーチペーパーを提出した。また、箸差の活動期間中、中野秀男教授および
柳原秀基氏がモンゴルを来訪され、講演及びワークショップを開催するとともに様々な IT 関連機
関職員や大学教員などのモンゴルの IT 関連の指導者たちと会談し、意見交換およびアドバイス
をして下さった。その経験も加え、モンゴル国における IT の現状について報告したい。 
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1 モンゴルにおける情報化の現状 
1.1 モンゴル国のIT発展の過程 
 近 年 、 モ ン ゴ ル 国 の ICT （ Information 
Communication Technology)情報通信技術の状
況は急速に進んできた。ICT セクターの萌芽は
1990 年に遡るが、社会主義経済から市場経済社会
に移行した当初の混乱から停滞を余儀なくされた。
1991 年に海部総理が先進主要国の閣僚、首脳とし
て初めてモンゴルを訪問し、同国からも首相、閣
僚の来日が相次いでいる。1998 年 5 月にはバガ
バンディ大統領が訪日し、両国間に「総合的パー
トナーシップ」を構築していくとの目標を確認す
ると共に、「友好と協力に関する共同声明」を発表
した。1992 年以来、常に日本がモンゴルにおける
政府間援助金額連続 1 位を続けている。ICT 関連
の支援も通信インフラの整備を中心に行っている。
一方、同じ東アジアからの政府間援助は韓国や中
国も行っているが、これらの国々は政府間援助の
ベスト 5 に入っていない。しかし、民間投資が盛
んであり、首都ウランバートルの目抜き通りは、
中国系や韓国系資本の会社や商店が立ち並び、民
間資本の投資が少ない日本を圧倒している。韓国
は、政府間援助の金額は少ないが、ICT 関連の支
援に焦点を当て援助しているため、情報通信分野
ではその支援が目立っている。 
そのような中、1998 年にはモンゴル政府は ICT 
Vision2010 プログラム計画を提唱した。国会決議
21号：「2010年までの『モンゴル国IT（Information 
Technology)技術開発コンセプト』」は、その意欲
の現れである。そこには 2010 年までにモンゴルが
ICT分野においてアジアトップ10を目指すとある。 
「The Mongolian Information and Communications 
Technology(ICT) Workforce Demand survey 2005」
[1]が USAID と ICTA（モンゴル国 ICT 局）の支援
により、「The Mongolian Information and 
Communications Technology(ICT) Workforce 
Demand survey 2005」[1]が USAID と ICTA（モン
ゴル国 ICT 局）の支援により、同国の様々な ICT
関連事業の実行機関である MIDAS/MONITA
（Mongolian Information Development  
Association/Mongolian Information Technology 
Association)により 2005 年 11 月に発行された。 
同調査書によると過去モンゴルにおいてICT関連の
活動が最も活発であったのは 2003 年と記されている。
この年、UNDP による The Mongolian Information 
Development Application Scheme 
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 projects が実行された。さらに Soros 財団が設立した
Open Society の支援により 40 社以上のモンゴル国内
IT 企業が様々なプロジェクトに参加した。それにより、
モンゴル国内に様々システムが構築され、IT 基盤が
整った。その成果は Open Society の URL
（http://www.forum.mn/）から知ることが出来る。また、
同財団の支援により、モンゴルにとって重要な URL
が運営されている。代表的なものは、国内の NGO を
統括する URL(http://www.owc.org.mn/）や政府の政
策をオープンにする Open Government の
URL(http://www.open-government.mn/)等である。 
  また、2002 年、韓国からの約1 億円の援助により、
国立 IT パークが設立された。4 階建の建物の 2 階を
インキュベータフロアとして IT 企業を入居させ、様々
な優遇措置により IT 企業を育成している。但し、優遇
措置を受けるのには厳しい選抜があり、入居後も半
年毎に業績を評価され、一定の基準に満たない場合
は退去させられる。これまで、24 法人、2 個人が入居
し、2005 年 9 月に初めて 9 法人が優遇措置なしで安
定した経営が可能と判定され、巣立っていった。なお、
2005 年秋には日系資本の IT 会社が初めて国立 IT
パークに入居した。以上のようなプロジェクトによりモ
ンゴル IT 企業は実力を蓄えつつある。 
  2003 年のプロジェクト収束とともに、2004 年以降、
一旦 IT 産業の状況は停滞する。しかし、2005 年にな
り状況は一変する。2005 年 3 月韓国政府支援による
e-Government Master Plan[2]が完成し、同年 5 月大
統領選挙が終了した後、IT政策が動きだした。6月に
は、モンゴル国内 ICT 関連産業にとって重要な政策
が矢継ぎ早に実行された。 
  ISP(Internet Service Provider)の国際 IX(Internet 
eXchange)の一本化、税法の改正による IT 関連機器
やソフトウェア購入の付加価値税の免税措置、1 家庭
1 コンピュータ政策の推進など（詳細は後の章で述べ
る）である。 
  
1.2 モンゴル国 IT の現状 
 
  モンゴル国 IT の現状を様々な数字を挙げて述べ
る。前述の 2003 年のプロジェクトの一環として
Current status of ICT development in Mongolia という
報告書[3]が UNDP の資金で Info Con 株式会社によ
り 2003 年 11 月に発刊された。後述するが、2005 年 3
月にリリースされた e-Government マスタープランも同
著を基本データとして採用している。この項で述べる
数字は現在、ICT 関連の刊行物として同報告書が最
新データとして存在しているため、それを元に記述す
る。しかし、1.1 項の調査書や報告者独自の調査で正
確性が確認できたものも最新データとしてこの項に記
述する。 
   PC の普及率について述べる。一つの指針として
学校の普及率を挙げると首都ウランバートル市の大
学を除く公立学校 95 校では 1,059 台（平均 1 校当り
11 台）、それ以外の地方公立学校では 518 校に
2,041 台(平均 1 校当り 4 台)設置されている。大学等
の高等教育機関はそれ以上の PC が設置されている
が、学生 10 名に 1 台の割合であり、学生達に十分行
き渡っている状態には程遠い。さらに政府系のほぼ
全ての機関に PC は設置されているが、設置台数 20
台以下の機関が 19.5％、100 台以上が 17.1％とばら
つきがある。[3]従って、各個人に PC が与えられると
いう状況には程遠い。 
  インターネット関連の統計データについて述べる。
インターネットには通信が必要であるが、電話の普及
では固定電話の加入者数は 1998 年には 100 人当り
4.2 で 2002 年では 5.6 とさほど大きく伸びていない。
一方、携帯電話の加入者数は 1998 年に 100 人当り、
0.2 であったのが、2002 年には、10.7 で大きくその数
を増やしている。[3] 2005 年現在では携帯電話加入
者はさらに増加していると考えられる。それまで日系
資本の携帯電話会社と韓国系資本の携帯電話会社
2 社の状態から、さらに 1 社参入するという話が持ち
上がっている。また米国資本のインターネットを利用
した IP 電話会社もサービスを開始するとされている。
携帯電話のメールサービスの利用者数はかなりの数
になると考えられる。ISP(Internet Service Provider)は、
9 社[1]あり、それらのネットワーク配下の地方に 2 次
ISP が 19 社[1]ある。さらに ISP の加入者数は
46,100[3]でインターネット利用者は 142,800[3]となっ
ている。2005年4月28日付の英字新聞MONTSAME 
DAILY NEWS 記事ではモンゴル国内の Web サイトは
約 1,500 サイト開設されているとある。 
  首都ウランバ-トル市に住民登録している市民
224 名無作為抽出したアンケートでは PC を利用した
ことのある人は 84.4%で、e-mail アドレス取得者は
75％[3]となっている。 
  モンゴル国内の ICT 関連の仕事を行っている就
業者数は 11,443 名で、ICT セクターでの就業者数は
51.6％の 5,899 名である。[1]そして IT 関連の学部学
科の大学生・大学院生数は合計 7,000 人、年間約
500 名程度の卒業生を輩出している。 
  2006 年の状況では、バックボーン回線の高速化
及び ADSL の利用料が半額程度に値下げされ、ブロ
ードバンド環境が良くなる一方、利用料がより安価な
ダイヤルアップ回線接続のユーザが、首都ウランバ
ートルでは増加し、プロバイダーに接続しにくくなって
いるという報告もある。これは、過去の日本でも起きた
現象であり、モンゴルにおける ICT の普及が進んで
いることを示していると思われる。しかし、首都と地方
との格差も浮き彫りになってきており、モンゴル北部
の主要都市であるエルデネットでは、昨年 5 軒あった
インターネットカフェのうち 2 軒が閉鎖されたという現
状もある。 
  各種サービスにおいては、いくつかの銀行がイン
ターネットバンキングを開始した。ハーンバンクは TV
で積極的に宣伝しており、他にもゴロムトバンク等の
銀行がインターネットバンキングを開始したが、利用
者はまだ少数のようである。さらに、総合情報ポータ
ルサイト olloo(http://www.olloo.mn/)では、日本語、
韓国語のサポートをはじめ、更に IT 企業の
OpenSourceSoftware の検証が本格化してきている。 
  
1.3 モンゴル国の ICT 政策と教育 
 
  モンゴルの ICT 政策を推進しているのが ICT 
Authority（ICT 局）である。同局は発足間もない部門
であるが、総理大臣直轄の 3 つの Authority の 1 つと
して各省と同格の扱いで将来的にはIT省に格上げさ
れるといわれている。ICT 局は、多くの政策やプロジ
ェクト計画を提案している。e-Mongolia プロジェクトは
その中でも最も重要な政策（2 章で詳細を述べる）で
ある。 
  教育分野において、初等教育では、2001 年 ICT
教育が開始され、8 年生から 10 年生の 3 年間 ICT に
ついて学ぶ。一方モンゴル国内高等教育機関である
180 の国公立の大学、短期大学の 90,000 人の学生、
また、89 の私立の大学、短期大学の 33,000 人の学
生達は、将来に必要な科目として ICT を学んでいる。 
  ICT 教育の教員資格取得のための科目は、国立
モンゴル教育大学と国立 Pedagogigal 大学コンピュー
タ情報学部、モンゴル国立大学数学情報学部等で
履修できるが、教員不足が指摘されている。特に地
方における教員不足は深刻である。首都の一般教員
は大学等でICT教育を受けられるが、チャンスの少な
い地方の一般教員は各県庁所在地の教育センター
でモンゴル国立科学技術大学通信・情報技術学部
から衛星通信のインターネット接続による遠隔教育で
ICT 研修を受講している。モンゴル政府は 2007 年ま
でに少なくとも 90％以上の学校に ICT 教員を配置す
るとしているが、目標達成は困難な状況である。 
  モンゴルの理科系大学を目指すトップクラスの学
生のかなりの数が ICT 分野に進学している。それは、
大学新卒のソフトウェア開発技術者の初任給が
US$200 と高い収入（国立病院の医師で 80,000Tg(約
US$70)）が得られることや失業率の高いモンゴルにあ
って就職率が高いことも大きな理由の一つと考えられ
る。ICT 関連の国公立、私立大学や高等専門学校に
進学を希望する学生は多いが、優秀な学生の獲得
競争が起きている。国立科学技術大学の教員による
と韓国資本の私立の IT 系大学に優秀な学生が流出
していると心配している。また、モンゴル系私立大学
の ALTAY computer engineering institute の教員は、
同校では 2005 年の入学者が、それ以前より減少傾
向にあると述べている。 
 
1.4 モンゴル国 IT 産業 
 
  モンゴル国内には、IT 企業は 100 社以上に上る
とされる。1.1 項の調査書[1]ではモンゴル国内 150 社
にアンケートを送付し、回答のあった 112 社の中で
ICT 企業は 59 社であると報告されている。その中で
1990 年代設立の会社は 15 社、2000 年から 2002 年
設立の会社は 15 社、残り 18 社が 2003 年以降設立
である。このことからここ数年で急激に IT 産業が発展
してきているのがわかる。 
  59 社の中でソフトウェア開発が業務と答えている
のは 32 社である。また、27 社が Web デザインを行っ
ている。その他 ISP 事業会社等がある。例えば、国立
IT パークに入居 しているソフトウェア開発企業の業
務は、モンゴル国内の金融システムの構築、政府の
電子化に伴うシステムの開発を行っている企業、韓
国からアニメ-ションの画像作成を請負っている企業
や日本企業からのオフショア開発で金融システムや
電力会社の管制システムの開発の一部を行っている
企業もある。何らかの形でソフトウェアオフショア開発
の経験がある企業はソフト開発会社 32 社中、11 社で
ある。モンゴル国内最大のコングロマリット MCS 社も
システム会社 MCS Electronics を持ち、ネットワーク設
計からソフトウェア開発、ISP 事業、コンピュータシステ
ム保守まで IT に関するあらゆる事業を行っている。ま
た、Linuxをはじめとするオープンソースソフトウェアの
ベンダー事業を目指している企業も 2005 年 4 月に創
業され、モンゴル IT 企業の守備範囲は広がってきて
いる。 
  2006 年にソフトウェア開発企業は業界団体の協
会設立に動いている。モンゴル政府は IT 化を急速に
進めているため、現在発注される業務は多いが、そ
れが終息する 2010 年以降、IT 関連の需要が少なく
なると予想される。同マスタープランでは、「世界第 2
位の規模を誇る日本の IT 市場からソフトウェアのオフ
ショア開発を受注していくための施策を第一優先課
題とする。」と協会のまとめ役で日本からのソフトウェ
ア開発の受注に実績のある USI 社ブヤンツォグト社
長は述べている。2010 年まではモンゴル政府のシス
テム開発の発注を受けることにより、ソフトウェア開発
の実力をつける。その後、日本からのソフトウェアのオ
フショア開発受注につなげたいとしている。 
  ただ、事業規模は小さく、前述のMCS社でもソフト
ウェア開発専門の要員は僅か 10 数名に過ぎない。
1.1 項の調査書では、IT 企業の平均正規従業員数は
30 名となっている。また、企業のあげる利益は昨年度
の実績では、ICT 関連企業 59 社のうち、無回答 9 社、
利益なしが 3 社、利益 1 百万 Tg（約 US$833）以下が
8 社、また、50 百万 Tg（約 US$4,167）以上が 11 社と
財政基盤も脆弱である。そのため、政府からシステム
開発を請け負う際、欧米の企業や韓国の企業と JV を
組んで受注するという。日本企業との JV は実現して
いないがそれを希望しているモンゴル IT 企業も存在
している。 
  IT従事者について述べる。1.1項の調査書の有効
回答 96 社のうち、2004 年の IT 要員は正規従業員
900 名、パートタイム 39 名となっている。2005 年には
1,298 名の予定であり、359 名が新たに採用される計
算である。2006 年は 1,418 名でさらに 120 名採用と
予想され、多少の波はあるが今後とも IT 分野の採用
状況は好調なようである。また、調査以外の IT 企業も
多く、非 IT 企業も IT 要員の確保は欠かせない。実際
非 IT 分野の IT 従事者も多いので、1.2 項で述べたよ
うに年間 500 名の新卒者では IT 関連の人員不足は
明白である。 
 
図1-1 国立モンゴルITパーク概観 
  
1.5 モンゴル国 IT と日本との関わり 
 
  過去、日本から IT 分野においても人的貢献や技
術協力の援助など、様々な貢献を行ってきたが、
2005 年の動きについて述べる。JICA（国際協力機
構）は、人的貢献として IT 分野に青年海外協力隊員
やシニア海外ボランティアを派遣している。さらに モ
ンゴル人研修生の受入れ事業を行っている。モンゴ
ル日本人材開発センタープロジェクトにおいても一般
人向けの IT 講習会を開催、また、日本 IT 企業のエン
ジニアと一緒にソフトウェア開発作業が可能なエンジ
ニアを育てるため、シニア IT エンジニア育成コースの
運営等を行っている。 
   IT の資格試験が現在実施されていないモンゴル
において、来年度から JITEC(Japan 
Information-Technology Engineers Examination 
Center)の情報処理技術者試験の海外相互認証の
準備をしている。準備の一環として 2005 年 9 月 24 日
から約 1 ヶ月間 JITEC から専門家 2 名が派遣され、
基本情報処理技術者試験の講師研修及び受験希望
者に対する研修が開催された。JITEC は、これまでに
インド、シンガポ-ル、韓国、中国、フィリピン、タイ、ベ
トナム、ミャンマー、台湾、マレーシアの 10 か国・地域
との間で相互認証を行い、覚書を取り交わした。試験
合格者は、IT 技術者として日本へ入国する際に必要
となる就労ビザの取得要件が緩和される。このため、
モンゴルにとって相互認証を得ることは、大きな意味
を持っている。 
  2005 年 11 月から 2006 年 4 月までモンゴル ICT
局と NTT 東日本株式会社により中央県バガノール郡
都バガノールとムングモリト村の間に長距離デジタル
リンク（LDDL（Long Distance Digital Link))を張り、ハ
イブリッド発電システム（風力、太陽発電）を電源とす
る長距離無線 LAN システムを設置して、インターネッ
ト、公衆交換電話網を構築する実験が行われた。電
話局、学校、病院、役場等が実験に参加する。遠隔
教育、遠隔診療、IP 電話等の実験を行い、良好な結
果を得た。今後は 2 項⑤で述べる県庁所在地間に張
り巡らされる光ケーブルの基幹通信網の基地局から
先の郡や村のローカルネットワーク構築が順次進め
られていく計画が策定されることとなる。LDDLネットワ
ーク構築については日本政府（総務省）が援助を行う
意向であるとされる。 
  一方、民間レベルでの関わりについて述べる。何
社かのソフトウェア開発会社がモンゴルを訪れ、リク
ルートを行った。それらの会社の中には、直接大学に
出向き、選考を行い、採用できそうな学生に内定を出
し、卒業までの期間日本語学校へ通学を義務付け、
日本学校の学費を出しているところもある。JICA のモ
ンゴル日本センタープロジェクトの一環であるシニア
ITエンジニア育成コースを受講し、終了した大学生を
採用する企業もあった。 
   ソフトウェア開発のためのエンジニアに不足が常
態化している日本のソフトウェア開発企業のオフショ
ア開発の最大の委託先は、中国である。しかし、日中
関係の悪化や特殊技術が盗まれる事例もあることか
ら、中国以外にオフショア開発の拠点を構えようと考
えている企業も出てきている。シフト先にASEAN諸国
やインドをターゲットにしているところもあるが、距離的
に近く、数学オリンピックに度々入賞者を輩出してい
るモンゴルの潜在力に期待してオフショア開発の拠
点をモンゴルにすることを視野に入れている企業も存
在する。さらにソフト開発のコースト面からも現在、エ
ンジニアに対する人月（Man Month)単価が、中国の
70％程度のモンゴルは魅力的な市場であるということ
だ。 
  モンゴル国内でも IT 技術者の獲得競争はあるが、
学生達はより高給が得られる外国企業の就職にあこ
がれている者も多い。当然のことながら、日本企業に
就職を希望する学生も多い。そのため、卒業生が日
本企業に就職した前述の私立大学ALTAY computer 
engineering institute では希望者に日本語の授業を
提供している。また、国立大学の IT 関連学部も一部
日本語授業の導入を計画している。 
  
 
2. e-Mongolia 計画 
 
  e-Mongolia プロジェクト計画の概要を述べると同
プロジェクトは、2005 年から 2012 年の 7 年間で実施
される予定で①法律環境整備②インフラ整備③人材
育成（IT 分野）④Public Awareness（情報公開）
⑤ⅰ)e-Government、ⅱ)e-Health、ⅲ)e-Education、
ⅳ)e-Tourism の 4 つの IT アプリケーションの導入と
推進⑥IT の産業化⑦IT マネージャのリーダシップの
醸成と改革の 7 つのコンポ-ネントで構成されている。 
   その中でとりわけ、重視されているのが、
e-Government Master Plan 実施である。同マスター
プランは 2005 年から 2010 年まで実施計画で 22 のプ
ログラムが考えられている。プログラムを以下に示す。 
(1)政府代表ポータルサイトの設立(Government 
Representative Portal)(2)パスポート管理システム構
築(Passport Management System) (3)不動産登録シス
テム構築(Real Estate Registration System)(4)社会保
険システム構築(Social Insurance System)(5)雇用情報
システム構築(Recruitment and Employment 
Information System)(6)電子関税システム構築
(e-Customs)(7)電子調達システム構築
(e-Procurement)(8)会社（法人）登記申請管理システ
ム構築(Business Registration and Approval 
Management system)(9)知的所有権管理システム構
築(Intellectual Property Management System)(10)住
民台帳システム構築(NID (National Identification) 
System)(11)電子納税システム構築(e-Tax)(12)移民
管理システム構築(Immigration Management 
System)(13)電子教育行政システム構築
(e-Educational Administration System)(14)行政ポー
タルサイト設立(電子申請、電子ドキュメン
ト)(Administration Portal 
(e-Approval,e-Document))(15)企業経営支援システ
ム(EA (Enterprise Architecture))(16)政府全体として
の情報システム統合(Integrated Government-wide 
Information System)(17)情報保護システム構築
(Information Protection System)(18)IT 資源の拡張
（ネットワークバックボーン、インターネット基盤の整備、
ハードェアの調達）(Expansion of ICT Resource 
(Back-bone, Internet facility, H/W))(19)モンゴル国
内行政システムの各データベースのコードの統一コ
ード体系の開発(National Unified Code System 
Development)(20)ICT リテラシ教育プログラムの開発
(ICT Literacy and HRD Program Development)(21)電
子政府の法体系整備(Legal reformation on 
e-Government)(22)ICT オーガニゼーション戦略プロ
ジェクトの更新(Enhancement of ICT Organization 
Strategy Project)などである。 
初年度に実施される政策は以下の 4 つで①National 
ID system（住民基本台帳の電子化整備）②行政手
続き窓口の一本化（窓口の IT 化）③Group 
collaboration system（e-Office の確立）④政府統合デ
ータセンターの設置である。 
実施済みまたは、実施中のその他の施策は以下のと
おりである。 
 ①1 フォーム 1PC 
   安価なコンピュータの流通により、家庭のみなら
ず、学校やオフィスに PC を普及させる。ベンダーとし
て10社が参加表明している。3年間で20万台を家庭
に普及させる予定である。PC の値段設定は 5 段階で
それぞれスペックが異なり、$250～$480 で普及させる。
2005 年 6 月にこの政策の販売キャンペーンの会場と
なった国立 IT パ-クにはコンピュータ販売会社だけで
なく、銀行がブースを出し、ローンで購入できるように
していた。モンゴルの 1 世帯当りの平均現金収入は
国家統計局の 2004 年版資料によると約
144,000Tg(US120$)とあり、決して購入が楽と言う訳で
はないが、家庭に PC を購入しようという機運が盛り上
がっていることは確かである。 
 ②ICT 基本法の整備 
   2005 年 6 月に国会で新法が承認された。これに
より、PC 購入時の付加価値税 VAT が免除となり、企
業がソフトウェアを購入する場合、これまで固定資産
となっていたものが、経費として算出できることになり、
税の優遇措置が認められた。これにより、ソフトウェア
産業の育成支援ができる。 
 ③TV 放送の自由化 
   全国放送設備は 1ｃｈである。（首都ウランバート
ルは 5ｃｈ放映）インフラ的には 4ｃｈ可能でこれを来年
度 8ｃｈまで放送可能なように整備する。これにより地
方のゲル（テント）地帯でも視聴を可能とする。特に新
設の教育テレビによって立ち遅れている地方住民対
して、様々な教育を行い格差の解消を目指している。 
 ④インターネット環境整備 
   現在 9 社の ISP（インターネットサービスプロバイ
ダ）がバラバラな対応を取っているが、2005 年 6 月 4
日政府レベルで一本化した IX（Internet eXchange）を
設け、通信速度を高速化し、インターネット ISP 毎に
統制の取れた帯域幅の再割り当てを行われた。これ
により法人向けのインターネット利用料金が値下げと
なった。 
 ⑤光ケ-ブル設置の全国展開 
   現在の基幹通信路は首都ウランバートルを中心
にスター状の構成となっていて光ファイバーケーブル
やマイクロ波通信が混在している。光ケーブル系の
通信路は 622Mbps×4 でマイクロ波では 155Mbps で
マイクロ波の区間が通信ボトルネックとなっている。こ
れを解消するため、鉄道路線に沿った場所と西部地
域に北周りの区間、更に南部ゴビ地域の区間に光ケ
ーブルの基幹通信線を敷設し、既存の通信線と接続
し、ループ状の通信ネットワークを組み、災害時等の
迂回路とし、通信環境を整備する。これは 2005 年か
ら 2007 年までに工事する。予算は$18milion（約 20 億
円）、自己財源（南ゴビ金鉱山の収益の一部）で実施
すルートしている。 
 ⑥IT National Learning Center の設立 
   JITEC、Mobicom 社、朝青龍基金により常設の
ITC ハイテクゾーンとして設立する。 
 ⑦展示館 High Tech Dream Hall の設立 
 ⑧地方通信開発 
   遊牧民への通信サービスを実現する。 
 
3.さらにモンゴルの情報化が発展するためには 
 
  これまで、各開発途上国における IT の現状及び
モンゴルの IT の現状と政策についてのべてきたが、
これらを踏まえ、モンゴル国が目指すべき方向性に
ついて述べていく。限られた資源の中から優先順位
をつけなければならないと考えられるし、短期的、長
期的な政策をバランスよく実施することが必要である
が、その有効な活用のアイデアを以下にあげる。 
 (1)若手エンジニアへの集中教育と雇用の確保 
e-Mongolia 計画の実施期間が 2005 年から2012 年で
あること、実施に当り相当数のエンジニアを確保する
ことが必要である。国内の需要がある間に、エンジニ
アたちにシステム開発の経験を積ませることが、もっと
も効果的な IT 業界育成につながる。同計画が終了し
た後の IT 業界の裾野を広げる意味から、若手エンジ
ニア、現在大学在学中の IT 系学生に対するソフトウ
ェア開発の集中的な教育を施すコースことを提案す
る。それにより、モンゴル資本の IT 会社の地力をつけ
てもらい外国からオフショア開発の実績を増やすよう
にすれば、日本などのような技術者不足の国とモンゴ
ルのようなこれから IT 業界を拡大していきたいという
両者の利益が一致する。 
(2)系統的な通信インフラの充実化 
  前章で述べたように幹線系の高速大容量の線路
敷設計画があることは報告したが、幹線から先のこと
は政策としてもきちんとした案があるわけではない。
前述の日本の支援策として長距離デジタルリンク
（LDDL（Long Distance Digital Link))の設営が考えら
れているが、正式な計画となっていない。幹線系の通
信線の敷設と一体化した各村単位で通信インフラを
整備することが望まれる。また、地方は遊牧民が移動
を繰り返しながらの生活形態なので、幹線系通信路
から先は無線系のネットワークを利用する以外、現状
では方法がないので LDDL の普及が望まれる。 
 (3)初等教育からの IT 教育教材充実化と教員養成 
  少しずつであるが、IT の教科書が出つつある。し
かし、出版物だけであり、非常に使いづらいものとな
っている。これを CD にまとめ、実際 PC を動かしなが
ら練習できるような教材や子供達が PC になじんでも
らうような教材の開発が望まれている。また、少数の
大学しか、IT の教員の資格が取れない状況であるの
で資格制度を設け、知識と経験があれば公的資格を
与え、IT 教育ができるような仕組み作りをするべきで
ある。5.(1)項のような短期的な政策と本項で提案する
ような長期的な方法を組み合わせてバランスの取れ
た政策を実施してもらいたい。 
 (4)ドナー（支援国）を利用する際の体系的運用 
  各国からの ODA や NGO の支援が数多く寄せら
れている。IT 分野においても日本を始めとして、国連、
米国、韓国、ノルウェーなどが様々な援助を行ってい
うが、それらが単発で連携が取れていないため、効果
的に運用されているとはいいがたい。前述のように日
本における ODA は特に酷く、外務省、経産省などバ
ラバラに動いているために、被支援側で混乱している。
せめて日本側援助だけでもそれぞれが連携しながら、
効果的な支援方法を考えるべき時期に来ている。幸
いなことに日本における ODA 開発途上国援助の窓
口を官邸に直結し、一本化しようという動きがあるの
で、一日も早くそうなってもらいたい。また、アフリカで
は少しずつドナーが連携して援助していこうという動
きが見られるが、ドナーの窓口の担当者は技術的に
は素人が多いので、モンゴル国側も遠慮せずに分野
ごとにドナー会議設け、モンゴル国の各分野の専門
家がドナーに注文をつけていいと考える。 
 (5)地方での ICT 利用の促進 
  現状は首都と地方の格差は大きく、デジタルデバ
イドの問題は顕在化してきている。通信インフラが脆
弱な現状では、その問題は解決しない。(2)項の政策
をすすめつつ、地方在住者も気軽に IT の利用が出
来るような仕組み作りを考える必要がある。教育分野、
医療分野、行政分野での IT 利用できる基盤作りをし
ておく必要がある。また、その有効な利用例を提案す
るためにも、前項で紹介した NTT の実験例を記録し
公開していくことが必要である。 
(6)オープンソースソフトウェアの政策的・技術的活用 
  モンゴル国においても Linux のモンゴル語化を目
指している Open MON というグループが存在している。
しかし現在、中心人物がドイツに留学中であるため、
開発途中で頓挫している。開発を再開するために現
在 2 つのグループが動き出そうとしている。この動き
は 2 つの意義がある。一つ目は、現在違法コピーが
横行している Windows であるが、やがてマイクロソフト
社側から何らかの動きがあるものと考えられる。このと
きにオープンソースソフトウェアの代表格である Linux
導入を話題にすると、MS Windows の使用料が安く
設定されることがあるという。モンゴル国が今後交渉
を有利に進めるためには、オープンソースソフトウェア
の開発を進めてことが重要である。二つ目は、Linux
開発のためにモンゴル国内でコミュニティを作り、ソフ
ト開発の手法を身につけ、ノウハウをもった人たちを
育てることにより、技術者や研究者の底辺を広げるこ
とが必要である。 
 
以上 6 点を提案したが、モンゴル国自身が
e-Mongolia 計画を政策として掲げているので、自らの
計画をスケジュール通り進めていくことがもっとも重要
である。ここでモンゴルの優位点は、社会主義政権時
代ソビエト連邦の衛星国と揶揄された時代があったの
だが、不十分ではあるが、どんな田舎でも電気と通信
のラインとが集落に引かれていることである。これは、
そのような施設が地方に全くないアフリカ諸国に比べ
て大きなアドバンテージである。インフラ整備と人材
開発にバランスよく資金を投資できるからである。 
ただ、多くの国民が遊牧生活を営んで生活が成り立
つ唯一の国であるので闇雲に開発をすすめるのでは
なく、モンゴルのこれまで育んできた雄大な自然の中
で、ゆったりとした生活リズムや文化を破壊するので
はなく、バランスのとれた開発を進めていってもらいた
い。スローライフも悪くないと思われるからである。 
  
4. むすび 
 
  モンゴルは開発途上国であり、BRICs（ブラジル、
ロシア、インド、中国）諸国や同じアジアでも東南アジ
ア諸国に比べると IT の環境やシステムの立ち遅れは
事実であるが、アフリカ諸国に比べると（中南米の状
況は知識がないので比較できない）はるかに進んで
いる。また、IT 化に国家予算を振り分けることの出来
るある程度余裕のある国である。1990 年の市場経済
社会に移行して以来、2005 年度国際貿易収支は、
初めて黒字化された。但し、それは世界的に高騰化
している金属価格の原料である鉱物資源の輸出によ
り達成されたものである。在日本モンゴル大使は、有
用な人材育成を行い、人的資源で国 際収支が黒字
となることを目標としたいと 2007 年 3 月 15 日 JICA 国
際協力総合研修所で開催されたモンゴル日本人材
開発センタープロジェクトフェーズ１完了報告セミナ
ーの基調講演で述べた。人的資源の育成即ち産業
として ICT を振興させることは、モンゴルにとって重要
な政策である。モンゴルの各セクターの ICT 関連機
関は、マスタープランが策定し終わった後の
e-Mongolia 計画を着実に実行しながら、技術支援を
行っている日本政府やオフショア開発の可能性を探
っている日本の民間会社と協力しながら、IT 技術者
育成や世界の情報化の動向を着実につかんで発展
していくことを望んでいる。大学院を休学し、JICA モ
ンゴル日本人材開発センターに IT 分野専門家として
派遣された活動した末岡、その活動期間中に中野秀
男教授、柳原秀基氏によるモンゴル国立大学におけ
る講演やワークショップの開催もモンゴルの ICT 発展
に寄与できたと思われる。 
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図 2-1 幹線通信網整備計画（モンゴルの通信網） 
